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日本全国を対象とした津波ハザード評価に向けて
Towards tsunami hazard assessment for Japan
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防災科研では、東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏まえ、全国を対象とした津波ハザード評価に向けた取り組
みを平成２４年度より開始した。本取り組みにおいては、日本全国を対象として津波波源となる可能性のある全ての地
震について考慮した確率論的な津波ハザード評価と、特定の地震に対するシナリオ型の津波の詳細解析も併せて実施す
ることを予定している。
全国を概観した確率論的津波ハザード評価は、地震調査研究推進本部による地震の長期評価を踏まえ、さらに震源を

特定しにくい地震による津波も考慮することにより、将来起こりうる全ての地震を対象として、各種不確かさを考慮した
上で波源モデルを作成し、確率論的手法を用いて、沿岸での津波高を対象としたハザード評価を実施する。確率論的津波
ハザードの試計算を、日本海溝の地震を対象として実施した。全国概観版の計算においては、陸側の最小メッシュサイズ
は 50ｍとし、外洋側により大きなメッシュ（150m、450m、1350m）を設定する。さらに、地域を限定することにより、
全国概観版の津波ハザード評価よりも細かいメッシュ(陸域の最小メッシュサイズ 10m)で津波シミュレーションを行い、
カルテ形式で確率論的な津波ハザード情報を表現する手法を検討する。津波ハザードカルテとしては、沿岸波高の確率、
陸域の浸水確率、浸水深さ到達時間などを示すことで、地域ごとの津波危険度が理解できるような表現方法を検討する。
シナリオ型の津波解析においては、各地域で想定される最大級の規模の地震等による津波について、津波高、浸水範

囲、浸水深を予測する。予測結果については、既往記録（歴史津波の記録、津波堆積物、観測記録など）に照らして波
源設定の妥当性を検討する予定である。
これら津波ハザード評価を実施するために、日本全国を対象として海図、沿岸海域地形図等のデータ収集・整理を行

い、津波計算に必要な海域地形モデル・沿岸域地形モデル等を作成する。津波ハザード評価のための波源設定の考え方ま
とめるとともに、設定に用いた各種調査に関する資料を整理・データベース化する。ハザード評価の信頼性の向上・地
域連携強化のため、自治体の津波ハザードマップに関する情報を収集・整理し、計算用モデルに反映する。
こうした津波ハザード評価に関する作業の方針、作業の流れと作業方法をまとめ、標準的な津波ハザード評価手法を

とりまとめる。また、津波ハザード情報について、多様な利用者を想定し、活用方法、データの提供方法、それらの有
効性などについて検討する予定である。
　本研究は、地震調査研究推進本部津波評価部会での検討に資するものとして準備されたものである。
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